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育児・介護休業法の正式名称は「育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する

法律」と、とても長いものです。

1992年（平成4年）に施行された法律で、当初は

女性の勤続就労に主眼を置いていました。男女雇用

機会均等法（1986年施行）で社会進出したものの、

出産を機に退職する女性が多かったため、産後休暇

後も仕事を休み、また復帰できるという法律ができ

たのです。その後、介護の需要も増えたため、育児・

介護休業法になったという流れです。

しかし、あいかわらず出産を機に会社を去る母親

の数は減りませんでした。その背景には、長時間労働

の習慣があります。その結果、母親は父親の助けを

期待できず、仕事、家事、育児をすべて背負い込んで

ギブアップしてしまう。母親自身も、出産後はみんな

と一緒に残業することができず、肩身が狭い思いを

する。　

こうしたことから、働く母親を支援する施策を打つ

より、男性も含めた社会全体の働き方も変えていく

いう流れに替わってきました。このため平成21年の

改正育児・介護休業法は、ワーク・ライフ・バランスの

視点がかなり盛り込まれた内容になっています。

女性も男性も、育児や介護をしながら働き続けられることを目的
とした法律です。
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次の4つのポイントについて、従業員数100人以下の会社に対して
も義務化されます。
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女性の育児休業取得率は約9割に達する一方で、

約6割が第一子出産を機に離職しています。その理

由は「体力がもたなそうだった」が最も多く、育児休

業から職場復帰した後の働き方が課題となっていま

した。

これまでは、子どもの3歳の誕生日前日までは、事

業主は「短時間勤務制度」「所定外労働（残業）の免

除制度」「フレックスタイム制度」「始業・終業時刻の

繰り上げ下げ」「事業所内託児施設の設置運営」など

から１つを選択して、制度を設ければいいということ

になっていました。

今回の改正では、特にニーズが高かった「短時間

勤務」と「所定外労働の免除」について義務化されま

した。わかりやすく言うと、社員が「短時間で働きたい」

「残業はできません」と申し出たら、企業は断れない

ということです。ただし、短時間勤務の場合は、その

分の給与は減らしてもかまいません。

また子の看護休暇については、小学校就学前の子

どもが2人、3人といる場合は、年５日（５労働日）では

足りないことも多かったため、２人以上であれば年

10日と改正されました。
子育て期間中の働き方の見直し
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＊日々雇用者、労使協定により適用除外とされた労働者

は育児・介護休業法の対象外とされています。

お迎えや看病に必要な時間を
確保しやすくなりました

今回の改正で、企業は1日の就労時間を6時間と

する短時間勤務制度を導入することが義務づけられ

ました。これに加えて、5時間や7時間などの選択肢

を設けることができます。また週単位、月単位で所定

労働日数を減らすコースを追加できます。

労使で話し合い、「月・水・金曜日は6時間にしてほ

しいけれど、火・木曜日は8時間働きます」など、もう

少し細かく決められればいいと思います。そのかわ

り火・木曜日は、父親に短時間勤務を申し出てもらえば、

母親の負担も減るでしょう。父親も週2回の短時間

勤務ならどうにかなる、短時間勤務が無理でも残業

免除ならできる、と可能性が広がるのでは。短時間勤

務と残業免除は、こんな風に柔軟に使うと、利用しや

すくなるのではないでしょうか。

短時間勤務、残業免除の制度を利用する人は、同

僚への配慮も大切です。仕事の効率を上げる工夫を

したり、より責任を持って働くなど、意欲を見せましょ

う。企業にとっても、だらだらと働く社員と比べて遜

色のない成果を上げる社員がいることは、メリットと

なるはずです。また、人手不足をカバーするために

業務改善に取り組んだら、全体の効率が上がった、権

限を部下に譲ることで後輩が育ったなど、職場のピン

チをチャンスに変えている例もあります。

曜日によって使い分けたり、
父母で補い合うなど柔軟に
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